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○ 女性支援法第８条に基づく、困難な問題を抱える女性の支援に関する本県の基

本的な方針や施策の方向性を示す基本計画 
 

○ ＤＶ防止法第２条の３第１項に基づく、配偶者からの暴力の防止や被害者の保

護に関する本県の基本的な方針や施策の方向性を示す基本計画 

 

近年、女性の抱える問題は一層、複雑・多様化しており、売春防止法を主な根拠す

る従来の枠組での対応は限界があるとして、「女性の福祉」や「人権の尊重や擁護」

「男女平等」の視点を明確にした上で、新たな支援の枠組みを構築することを目的と

した「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（以下、「女性支援法」という。）

が、2022 年５月に制定されました。 
 

こうした女性をめぐる現状・課題、女性支援法の趣旨等を踏まえ、困難を抱える女

性の支援の充実に向けて、新たに本法に基づく基本計画を策定することとしました。 
 

策定にあたっては、施策の関連の深い「配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本

計画」と一体的に策定し、「愛知県困難な問題を抱える女性支援及びＤＶ防止基本計

画」として、様々な施策を着実に推進してまいります。 

 計画策定の趣旨 

 

2024 年度（令和６年度）から 2028 年度（令和 10年度）までの５年間 

 計画期間 

困難な問題：女性が女性であることにより直面しやすい問題 
（例）ＤＶ・ストーカー被害、性暴力・性犯罪被害、予期せぬ妊娠、 

不安定な就労状況、経済的困窮 等 

 計画の性格 

「愛知県困難な問題を抱える女性支援及びＤＶ防止基本計画」の概要(案) 

資料１ 
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困難な問題を抱える女性が、その意思を尊重され、自立した生活を営むことができ

る社会の実現 
 
支援対象者の状況を考慮しながら、多様な関係機関相互の連携による寄り添った支

援を行うことにより、支援対象者本人が自らの意思を決定し、自立した生活を営むこ

とができる社会の実現を目指します。 

 

個人の尊厳が尊重され、配偶者からの暴力を許さない社会の実現 
 
潜在化しやすく、周囲も気付かないうちに深刻化しやすいというＤＶ被害の特性を

踏まえつつ、ＤＶの防止や被害者の自立支援に向けた取組を促進することにより、個

人の尊厳が尊重され、ＤＶを容認しない社会の実現を目指します。 

 基本目標 

 

１ 個人の意思や尊厳を尊重し合う社会づくり 

広く県民に対して、人権擁護や男女平等に関する意識の啓発を行います。 

また、ＤＶや性被害等を防止するため、若い世代から正しい知識を身に着けるこ

とができるよう、教育や啓発を実施します。 
 

２ 包括的な相談支援体制の整備 

複雑化・多様化した課題やニーズに包括的に対応できるよう、愛知県女性相談セ

ンターの機能や身近な相談窓口である市町村の相談支援体制の充実を図ります。 

また、様々な相談機関において専門性のある相談支援を提供するとともに、各種

相談窓口の県民への周知を図ります。 
 

３ 適切な安全確保・保護体制の整備 

支援対象者の状況に対応できる適切な一時保護体制を確保し、心身の健康の回復

に向けて安全・安心な生活環境を提供します。 

また、子どもを同伴する方が安心して生活できるよう、母子双方へ配慮した適切

な支援を提供します。 
 

４ 本人の意思を尊重した自立支援の推進 

困難な問題を抱える女性が、それぞれの意思を尊重され地域で安心して生活でき

るよう、福祉サービス等の利用支援、居住支援、就労支援等の自立支援を、関係機

関との連携・協働により行います。 

また、女性とともに生活する子どもの心身に配慮した適切な支援を提供します。 
 

５ 支援者の育成と支援機関相互の連携・協働 

一人ひとりの尊厳を重視し寄り添った支援が提供できるよう、必要な知識や相談

支援技術の習得等、支援従事者の資質の向上を図ります。 

また、多様なニーズを抱える支援対象者に適切な支援を提供するため、市町村、

警察、社会福祉施設、民間支援団体等との連携、協働を促進します。 

 施策の柱 
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 施策の体系 
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基本施策１ 男女平等や人権擁護に関する啓発の推進                

○ 人権教育・啓発の積極的な推進 

○ 男女共同参画に関する正しい理解の促進 

 

基本施策２ ＤＶや性被害等の防止に向けた教育・啓発の推進            

○ ＤＶ被害や性被害防止等に向けた啓発活動の推進 

○ 若い世代への性に関する正しい知識の普及や教育の実施 

 

 

 

 

基本施策３ 愛知県女性相談センターの機能強化                  

○ 女性相談支援員の配置及び専門的な研修による資質向上 

○ 弁護士による法律的な専門支援の実施 

○ 通訳者の確保による多言語での相談対応 

 

基本施策４ 市町村における相談支援体制の整備                  

○ 市町村基本計画の策定支援 

○ 市町村における女性相談支援員や支援調整会議の設置促進 

○ 市町村に対する専門的支援の提供、地域の関係機関のネットワークづくり 

 

基本施策５ 多様な相談支援ニーズへの対応                    

○ 多様な機関による様々な悩みに応じた専門的相談支援の実施 

○ 市町村における包括的相談支援体制整備への支援 

○ 県民への相談窓口の周知 

 

 

 

 

基本施策６ 適切な安全確保の実施                        

○ 個々の状況に応じた一時保護の実施 

○ 警察や市町村等による安全確保に関する措置の実施及び周知 

 

 今後の主な取組 

１ 個人の尊厳を尊重し合う社会づくり 

２ 包括的な相談支援体制の整備 

３ 適切な安全確保・保護体制の整備 
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基本施策７ 一時保護中の支援の充実                       

○ 関係機関と連携した安全、安心な生活環境の提供 

○ 支援対象者の安全確保や負担軽減のための同行支援の実施 

 ○ 児童を同伴する保護者及び子どもへの支援 

 

 

 

 

基本施策８ 総合的な生活支援                          

○ 関係機関と連携した福祉サービス等の適切な活用、住まいの確保、就労に向けた 

支援 

○ 女性自立支援施設等と連携した自立支援 

 

基本施策９ 心理的支援の充実                          

○ 多様な機関による専門性を生かした心理的支援の実施 

 

基本施策 10 子どもへの支援                           

○ 学習機会や居場所の提供 

○ 児童相談センターによる生活面、心理面での支援 

○ 福祉、教育等の関係機関と連携した支援 

 

 

 

 

基本施策 11 支援者の育成に向けた研修の充実                   

○ 女性相談支援員や市町村職員等に対する専門的研修の実施 

○ 支援従事者に対する人権や被害者心理への理解促進 

 

基本施策 12 支援機関相互の連携・協働の促進                   

○ 支援機関の連携の場となる支援調整会議の設置、市町村における連携の促進 

○ 民間支援団体との連携、協働の推進 

 

 

 

 

 

 

 

４ 本人の意思を尊重した自立支援の推進 

５ 支援者の育成と支援機関相互の連携・協働 
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指標 
現状 

目標 
年度 数値 

配偶者や交際相手など親密な関係の人から受ける

暴力をＤＶと呼ぶことを知っている人の割合 
2023 70.5％ 100％ 

「ＤＶ理解の出前講座」派遣先団体数 2022 28 団体 
毎年度 

35 団体 

女性支援法に基づく基本計画を策定している自治

体数 
2023 

49 市町村 

（※1） 
全市町村 

支援調整会議及び女性支援のための庁内連携会議

を設置している自治体数 
2023 

23 市町村 

（※2） 
全市町村 

女性の悩みごとやＤＶに関する専門の相談窓口を

設置している自治体数 
2023 

32 市町村 

（※3） 
全市町村 

生活困窮世帯・ひとり親家庭の子どもの学習支援

事業の実施自治体数 
2023 44 市町村 全市町村 

県が実施する女性支援従事者を対象とした研修の

参加者数（５年間の累計） 
－ － 1,500 人 

※1 ＤＶ防止法に基づくＤＶ基本計画策定市町村数 

※2 庁内ＤＶ連携会議設置市町村数 

※3 相談窓口があり、婦人相談員等の相談員が対応している市町村 

 

学識経験者、民間支援団体、社会福祉施設、行政機関等で構成する「愛知県困難な

問題を抱える女性支援及びＤＶ防止ネットワーク会議（仮称）」を設置し、計画の推

進を図ります。 

 計画の推進 

 数値目標 


